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1.問 題 の所 在

変額保険は,保 険契約者から払い込まれる保険料の中の保険料積立金を特別勘

定により,も っぱら上場有価証券への投資等によって運用 し,そ の運用実績にし

たがって保険金額 ・解約返戻金額 を変動させ る生命保険契約である。わが国で

は,変 額保険は1986(昭 和61)年7月 に認可され同年10月 か ら発売 された。これ

は,同 年以降の金融緩和を背景 とし,か つ,上 場株式や土地の価格が収益性など

か ら見た実体以上に急騰 したいわゆるバブル経済を背景にした金融保険商品であ

る。 しかし,そ の発売後3年 を経過 した1989(平 成元)年 末か ら株価は暴落し土地

の価格は大幅に下落するという日本のバブル経済が弾け,そ の後 も日本経済の長

期低迷が長 く継続するに及んで,変 額保険の投資勧誘に関する紛争が続発した。

特に,1988(昭 和63)年 頃からは,主 に,高 騰する地価に対する相続税に漠然

と不安 を抱 く大都市圏の不動産所有者に対し,銀 行 と保険会社 との業務i提携によ

って,銀 行からの借入金によって変額保険の保険料を一時払いす ることで,「 自

己負担の不要な相続税対策」 という触れ込みで変額保険に加入した数多 くの保険

契約者に大 きな被害をもたらした。自らが負担することになった銀行からの大 き
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な負債を苦に自殺する者も現れ,ま た,日 本を代表する一流の銀行や生命保険会

社が係ったことで,こ れら会社の社会的責任が声高に叫ばれ大きな社会問題 とな

った。

また,生 命保険会社や銀行の法的責任 を追及しようとする数多くの変額保険訴

訟が提起 された。初期の判決では保険会社 ・銀行の責任を否定するものが多かっ

たが1),徐 々に肯定するものも現れ,最 近では保険会社の責任は認めるものが増

え,な かには変額保険の勧誘に関与した銀行,税 理士およびコンサルティング会

社の責任 を認める判例 も増加 している2)。

これら0連 の変額保険訴訟を通 して争われた法的問題点は,① 保険契約者に錯

誤無効の誤信があるといえるのはどのような場合か,② 変額保険は相続税対策商

品としての適格性を有するか,③ 変額保険を勧誘する者にはどのような範囲の説

明義務があるか,④ 変額保険の勧誘行為に説明義務違反がある場合には,信 義則

上違法であ り不法行為あるいは債務不履行 となるが,保 険募集の行政的法規違反

(募取法違反・銀行法違反・保険業法違反・大蔵省通達違反・生命保険協会の自主規制違反)は

私法上 も違法 と評価できるか,⑤ 変額保険契約締結の当事者でない融資銀行の不

法行為責任が認められるのは,銀 行がどのような関与をした場合か,ま た,そ れ

はいかなる理論によるものか,⑥ 変額保険が解約されていない場合においても何

らかの損害が発生 しているか,⑦ 財産的損害賠償 とは別個に精神的損害に対する

慰謝料は認められるか,⑧ 保険会社および銀行等の不法行為責任 もしくは債務不

履行責任が認めちれる場合に,保 険加入者側にも過失があったとして相当程度の

過失相殺が認められるのが一般的であるが,こ の場合過失相殺の判断はいかにな

されるべ きか,そ もそも過失相殺を認めるべ きか,な どである3)。

1)1992(平 成4)年 か ら1996(平 成8)年 の判例 の一 覧表 を掲載 す る論稿 として、後藤 巻

則 「勧誘 した保 険会社 ・銀行 の責任 一 裁 判所 は ど う判 断 したか」法 学 セ ミナー506号(1997

年)29頁 参 照。

2)1999(平 成11)年1月 か ら2002(平 成14)年 までの変額保 険 に関す る原告勝 訴 の裁判例

の一 覧表 を掲載 す る もの と して、 山崎r,=_° 道尻 豊=宮 田隆男 「最近 の裁判 例 にみ る変 額

保 険訴 訟 の到 達 点(1)」NBL779号(2004年)32頁 参 照。 なお、 こ の論 稿 は、 同雑 誌 に連 載

され、(2)はNBL781号(同 年>60-65頁 、(3)はNBL784号(同 年)59-70頁 で 完 結 し て い

る。

3)① か ら⑧ の法 的 問題 点 につ い ては前注論 文参照 。 それ ぞれの論 点につ いて 多 くの判例 を

分析 してい る。
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本件高裁判決は,控 訴人の主位的請求を認容 したため,予 備的請求については

判断していないので,① の錯誤無効,③ の説明義務の範囲,⑤ 融資銀行の不法行

為責任および⑧の過失相殺について判示 している。

2.事 実の概要

(1)Aは,契 約 当時 満72歳 で あ ったが,1990(平 成2)年9月1日 に,相 続税

対 策 の た め,保 険 契 約 者A,被 保 険 者X3(X、 はAの 長男,契 約当時満42歳),基 本

保 険金2億6000万 円,払 込保 険料7583万9400円 とす る家族 型 変 額保 険 契約 を,

Y、 生 命 との 間 で締 結 した。 その払込保 険料 に当てる資金 をY2銀 行 との 間 で,

最 終返 済期 を平成12年8月8日 とす る金 銭消 費貸 借契約 お よびその借入金の利息

の支払に充てる金員の借 り入れのための極度額8400万 円,利 息年8.0%,取 引期

限 を1991(平 成3)年8月10日,但 し,期 間満 了の1か 月 前 まで に 当事 者 か ら解

約 の意思表示がない場合 には,更 に1年 更新 され る当座勘 定 貸越 契約(以 下金銭消

費貸借契約 と当座勘定貸越契約を総称して本件融資契約という)を 締 結 して7700万 円 を借

り入 れY、 生 命 に支 払 った。X3は,本 件 融 資契約 に基づ くAの 債 務 につ き同年

8月10日 に連 帯保証 を した。 また,Aお よびX3は,本 件 融 資契約 に基づ く貸 金

債務 を担保 す るため,同 日,Y2銀 行 との間 でA所 有 の不 動産 お よびAとX3が

共 有す る不動産 につ いて極 度額1億6100万 円の根 抵 当権 設定 契約 を締結 し,同 設

定 契約 に基づ き根 抵 当権 設定登記手続 をした上,同 年9月1日,変 額 保 険契約 に

基づ く保 険金 請求権 に質権 を設定 した。

その後,Aは,契 約 締 結 か ら6年 半 あ ま りが 経 過 した1997(平 成9)年1月23

日に,契 約 当時 の予測 に反 して変額保 険契約の解約返戻金が払込保険料 を下 回る

事態 とな り,こ の ま ま放 置 した場合 には更 に悪化す るこ とを恐れてY、 生命 に解

約 を申 し入 れ,Y、 生 命 は,解 約 返戻 金 等 合 計5776万4147円 をY2銀 行 のA名 義

の 口座 に振 り込 み,Aは 同 日,同 額 をY2銀 行 に弁 済 した。

(2)Aは,こ の解約 直後 にY、 生 命 お よびY2銀 行 を相 手取 って訴 訟 を提起 し

たが,同 年8月29日 に死 亡 した。 そ こで,Aの 相 続 人 で あ るX、(Aの 長女),X2

(Aの 次女),X3(Aの 長男)は,本 訴 訟 を承 継 した。Xら の 主 張 は,主 位 的 請 求(1)

として,本 件 変額 保 険 契約 お よび本件 融 資契約の錯誤無効(債 務不存在確認請求)
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であ り,主 位 的 請求(2)と して,Y、 生命 お よびY2銀 行 の不 法行 為 また は債 務 不

履行 に基づ く弁護士費用の損害賠償 をそれぞれ請求 し,予 備 的請求 として,両 者

の不法行為 または債 務不 履行 に基づ いて生 じた損害 にあたる払込保険料 と解約返

戻金 の差額1807万5253円,銀 行 借 入金利 であ る平成2年8月10日 か ら平成9年2

月7日 までの2583万6676円,登 記 費用 等の雑 費109万8219円 お よび弁 護士 費用250

万円 の合 計4751万0148円 の損 害賠償 を請求 した。以 上 の請求の請求原因中の主 な

法律上の争点 は,① 錯誤 無効(民95),② 銀行 の融資 契約 と生命保 険会 社 の家族型

変額保険契約の一体的関連性,③ 投資勧 誘 に関す る適合 性原 則違反,④ 同商 品の

リス クに関す る不作為 または作為 の説明義務違反,⑤ 保 険募 集 の取締 に関す る法

律(以 下募取法 と略称する)違 反 で あ った。

これ に対 し,Y、 生命 は,そ れ ぞれ の違 反事 実 が な い 旨 を述べ て否認 し,仮 に

不法行 為 または債 務 不履行 が あった として もX3が 加 入 までに複数 回 の説 明 を受

けて い ることか ら過失相殺 の抗弁 を主張 し,Y2銀 行 も同様 に それ ぞれ を否 認 し,

仮 に亡Aに 錯 誤が あ った として も亡Aに は融資 契約 を締結 す るに 当 た り重過失

があった とい う重過失の抗弁 を主張 した。

(3)原 審 の東 京 地 裁 は,原 告X3は,平 成2年6月 当時,B大 学 商 学部 を卒

業 して約17年 間商社 員 としての社 会経 験 を重 ねて きていたのであるか ら,本 件変

額 保 険の パ ンフ レ ッ ト,同 設計 書,同 シ ミュ レー シ ョンな どの資料 の内容やY、

生命 の社 員 の説 明 を理解 す る能力が欠けていた とは思 われず,ま た,亡Aも 変

額 保 険の特質 とリス クを理解 した上で本件各契約の締結 の意思表示 をしてい るの

で,意 思表 示 に特 段 の蝦 疵 はな く錯誤 の存在 を認め るこ とができない と判示 し,

Y、生 命 とY2銀 行 の説 明義務 違 反 は な く不法 行為 も成立 しない として請求 を棄

却 した。そこで,Xら は,Y、 生命 の社 員 が提 示 した シ ミュ レー ションを取 り上

げ,平 成2年6月 末 時点 の変額保 険 の現実 の運用実績が年8%台 であ るに もか か

わ らず,そ れ をは るか に上 回 る年11.35%を 超 え る運 用利 回 りで シ ミュ レー シ ョ

ンを作成 し勧誘す る行為お よびY2銀 行 の行 員 がAの 資産 額 が2億 円余 りで あ

る と考 えてい た に もかかわ らず,Y1生 命 の社 員 に は5億 円で あ る と伝 え た勧 誘

行為 は,社 会 的相 当性 を大 き く逸脱 す る違法行為であ り,こ れ らの行 為 に基づ い

て な され たAの 意 思表示 に は重大 な錯誤 が あ り無効 とい うべ きであ り,さ らに,

錯 誤 無効 が認 め られ な い場 合 にはY、 生 命 とY2銀 行 の社 員 の勧 誘行 為 は違 法 で
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ありY、生命 とY2銀 行に不法行為に基づ く損害賠償責任があるとして控訴 した。

3.判 旨

(1)錯 誤無効について

「本件保険契約のために作成 された各シミュレー ションは,そ もそも当初から

実現不可能なものであった疑いが強 く,本 件保険契約は,契 約締結当時から,A

の相続税対策 として有効に機能する可能性に乏 しかった ものと考 えざるを得な

い 。

上記のような諸事情を合わせ考慮すると,Aな い しその代理人であった控訴

人X3は,本 件保険契約及び本件融資契約 を締結す るに当た り,そ の相続税対策

としての有効性について,単 に見通 しを誤ったとみなされるべ きではなく,そ も

そも有効性を欠いていた本件保険契約の効果を誤信 して,本 件各契約の締結に至

ったものというべ きであり,Aの 意思表示には重大な錯誤が存在 したもの と認

めるのが相当である。

以上によると,Aな いしはその代理人であった控訴人X3の 本件保険契約及び

本件融資契約の締結の意思表示は,要 素の錯誤により無効であるといわざるを得

ない。」

(2)生 命保険会社 ・銀行の説明義務違反 と不法行為責任について

「被控訴人Y1生 命の担当者がA及 び控訴人X3に 対す る説明のために用いた

シミュレーションの数値は,現 実 とは離れた過大なものであ り,い たず らにA

及び控訴人X3の 相続税対策に対する不安 を煽 り,か つ,本 件保険契約による保

険金の運用利回りを過度に楽観視 したものであったのであるか ら,被 控訴人Y、

生命担当者の上記説明は明らかに不十分なものであり,不 法行為責任を免れない

ものといわざるを得な い。

そうすると,被 控訴人Y、 生命は,担 当者が上記不法行為 によりA及 び控訴

人らに与えた損害について,民 法第715条 による責任 を負うべ きものと認め られ

る。」

「被控訴人Y,銀 行の担当者においても,被 控訴人Y1生 命担当者 と共同 して,
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A及 び控 訴人X3に 対 し,本 件保 険契約 及び それ と一体 とな るべ き本件融資契約

を締結させ るに当たって,同 契約 に よる融 資元利 金 の累積 に伴い,損 害が発生,

拡大 す る現 実 の可能性 につ いて十分 な説明を行 わず,実 際 に損害 が生 じるこ とは

ない もの と誤信 させ たとい うべ きであるか ら,不 法行為 責任 を免 れ ない もの とい

うべ きである。

したが って,被 控 訴 人Y2銀 行 に お い て も,本 件 につ い て 民法 第715条 に よ る

責任 を負 うべ き もの と考 えられる。」

4.本 判決 の検討

本判決の特徴は,変 額保険契約および融資契約の双方の契約に錯誤無効 を認め

たこと,生 命保険会社および融資銀行の説明義務の範囲を明らかにしたことであ

る。そこで,以 下これらの論点を中心に検討を加える。

(1)錯 誤 無効 および変額保 険契 約 と融資契約の関連性 について

まず,変 額 保 険契 約 に お いてAお よびX,に は,ど の よ うな事 柄 に対 す る誤

信 が あ ったのであろうか。本判決では,「 そ もそ も相 続税 対策 として の有効性 を

欠いていた本件保険契約 の効果 を誤信」 と表現 している。他の錯誤無効 を認めた

判例では,「 変額保 険 のハ イ リス ク性へ の誤信」,「変額 保 険 の 商 品 としての適格

性 の誤信」 などの表現が使 われてい る。 このような錯誤は 「物の性状 に関す る錯

誤」にあた り,通 常,動 機 の錯誤 に な るが,現 在 の判例 ・多数 説 は,こ の動機 が

表示 され て契約 内容 を構成する場合には錯誤無効になる。 また,錯 誤 は法 律行為

の 「要素 」(重要な事項)に あ るこ とが 必要 で あ り(民95本 文),表 意者 に重過 失が な

い こ と(民95但 書)が 要件 とな る4)。

本判決 で は,相 続税対 策 としての有効 性 に関す る事項 は,変 額保 険契約 の重 要

な事 項 に該 当 し,Aお よびX3に は,重 過 失 は なか った と認 定 して い る。Y、 生

命 の変額 保 険契約 に 関す る説明が不十分 で,相 続税 対策 として有効性 が あ る と誤

4)内 田貴 『民法1総 則 ・物 権 総 論 〔第2版 〕 補 訂版 』(東 京大 学 出版 会 、2004年)67-69

頁、 近 江幸治 『民法講義1民 法 総則 〔第4版 〕』(成 文堂 、2003年)185-188頁 、大 判 大6・

2・24民 録23輯284頁 以 下参照 。
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信 しなか っ たな らば加 入 の 申込 を しなかった とい う因果関係 と,そ の誤信 が なけ

れば加 入 の意思表示 をしなかったであろうことが,通 常 人 の基準か らい って もあ

るいは一般取引の通念に照 らして も,も っ と もであ るほ どの重 要 な部分 とい う重

要 性を充た しているとい う認定である5)。

つ ぎに,融 資契約 につ いて も,本 判決 は錯誤 無効 と認定 して い る。本事件 の変

額保 険は,1988(昭 和63)年 以 降,主 に大都 市 圏 の不 動 産 所 有 者 に対 し,銀 行 等

か らの借 入金 を終 身型変 額保険の保険料 の一・時払いに充 当す ることによって,相

続税対 策 に なる とい うこ とで販売 を開始 した,い わ ゆ る融 資一体 型 変額保 険 で あ

る。銀行等か らの借入金 を保険料 として払 うため 自己負担の不要な相続税対策 に

な るものであった。 したがって,銀 行 の融資 契約 と生命保 険会社 の変額保険契約

との関連性は密接不可分 ・相即不離の関係 にあ る。変額保険の相続税対策の有効

性 を誤信 したことか ら,銀 行 か らの融 資 を申 し込 んだ のであ り,も し誤信 して い

なけ れば融 資の 申込 を行わなかった とい うこ とに着 目すれば,変 額保 険契約 の錯

誤無効 が,融 資契約 に波 及す る とい うよ うに考 えるべ きであろう。本判決 は,こ

の両者 の契約 の関係 を分析 は していないが,こ の事 を当然 の前提 としてい る と思

われ る。相続税対策 とい う経済 目的のために,変 額保 険 を手段 とし,変 額保 険へ

加 入す るための手段 と して,融 資契約 が あ る とい う関係 で あ る。その意味で,両

契約 が実体 として一体 性 を有 していると考 え られ る6)。

(2)生 命 保険 会社 の説 明義務 の範 囲 について

2つ の変額保 険 に関 す る最 高裁 判例(最 判平成8・9・26金 法1469号49頁,最 判平成

8・10・28NBL605号72頁)を 分析 し,下 級 審判例 に隠 れ て いた変 額保 険の加入者の

属性 に応 じた 「二重の判断基準」によって募集人の説明i義務 の範囲 は異 な る とい

う見解 が あ るが7),筆 者 もこの見解 が妥 当 であ る と考 える。 この見解 によ、る と,

加 入者 が 「知 識 ・判 断力 の あ る投 資者」 と認定 されれば,書 面 開示 に基づ く伝統

5)要 素 の錯 誤 の判定 には、 この 因果 関係 と重要性 が2つ の要件 とな る。 内 田 ・前注67頁 参

照。

6)山 崎e道 尻=宮 田 ・前 掲注(2)779号31頁 参照 。

7)ア ン ドリュー ・パー デ ッ ク 「変額保 険 に関す る最 高裁 の二判決 一日米投 資者保護 の地下

水脈 」判 タ990号(1999年)52頁 以下参 照。
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的 な 「買主注意せ よ」に近 い基準 を適用 し,「 知 識 ・判 断力 が 乏 しい者 」 と認定

されれば,募 集 人 は情報 の提供 に とど まらず,加 入者 の具体 的 な理 解 を得 るまで

説 明 しなければならない とい う基準の適用 をすべ きだ とす る。そ して,前 者の基

準 に は 「近 代 市民法 原理 に基づ く自己責任原則」が適用 され,後 者 の基準 に は,

顧客 に適合 した説 明 とい う変 更 された適合原則が適用 され る8)。 多 くの判例 は,

加 入者 の学歴 ・社 会 的地位 等か らどの程度の理解力や投資経験等があるか どうか

の認定 をしているが,こ れ は この判 断基準 を無 意識 的 にも採 っている証左である

と思われる。

本判決 で も,Aお よびX3の 属 性 を分 析 し,特 にX3の 学歴 や職 歴 につ い て,

「控 訴 人X3は,昭 和48年3月 に 中央大 学 商学 部 を卒 業 して,酒 類総 合 食 品卸 会

社 に勤務 し,現 在 は,そ の関連会 社 に 出向 して,営 業 の仕事 に従事 して い る。本

件 以前に,株 式売買 等 を含 め,投 資,登 記 等 に資金 を運用 した経験 は ない」 と事

実認定 し,「 知 識 ・判 断力 の 乏 しい者」 の範疇 に入 ることとしている。 したが っ

て,Aお よびX3に 対 す る説 明は,変 額保 険 のパ ンフ レ ッ ト,変 額 保 険 設計 書,

変額保 険の シ ミュ レー シ ョン という書面 を交付 して一般 的な リス クを説明するだ

けでは足 りず,変 額 保 険 の特 別勘 定 の運用利 回 りが借入元利金の利率 を下回る具

体 的な リスクがあることをY、 生命 は説 明す る必要性 が あ った とした。

これに対 し,原 審 で は,反 対 の立場 を採 っ てお り,X3は 本件 パ ン フ レ ッ ト等

の 資料 の内容 やY、 生命 のSら の説 明 を理解 す る能力 は あ った として,錯 誤 無効

や説 明義務違 反 に あた らないとした。 このような控訴審 と原審の相違は どこか ら

来 るものであろ うか。す なわち,「 知 識 ・判 断 力 の あ る投 資 者」 と 「知識 ・判断

力に乏 しい者」 を峻別す る基準は何かが問題 となろ う。 この峻別基準は極 めて抽

象的な ものにならざるを得 ない。個別事案 ごとの個別判断の問題である。本件の

場合は,Y1生 命 の担 当者 に よ る変 額保 険 の勧 誘行為 の違法性 の判断の相 違が異

なった判決 になったではないか と思われ る。すなわち,第1審 では,変 額 保 険 の

特 別勘定 の運 用 利 回 りを12%程 度 として い る点 で も,「 平 成2年5月 か ら9月 に

か けて はバ ブル経 済 が破綻 し始めていた とはいえ,ま だ経済 の活 力が維持 され将

来 に対 す る楽観的な展望 がいまだ根強 く残 っていた時期 であ り,そ の時点 で将 来

8)前 注57頁 。
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の経 済 の破 綻 を予想 す るこ とは 困難であった」 と認定 し,相 続税 対 策 の シ ミュ レ

ー シ ョンについて も
,「 シ ミュ レー シ ョンは相 続 税対 策 の説明 をす る便宜のため

に仮定 のi数値 を記載 して作 成 され た もの で,亡Aの 相 続財 産 を具体 的 に試 算 し

て将 来 の予測 をした ものではない」 とした。 これに対 し,控 訴 審 は,年12%の 変

額保 険 の運用利 回 りの設定 は当時の常識か らして高 きにす ぎ非現実的であ り,本

来2億1000万 円 であ ったAの 相 続財 産 を5億 円 と し,い たず らに相 続税 に対 す

る不安 を煽 り,4回 にわた る面 談 の たび に,Aお よびX3の 不安 に対 し,変 額保

険 の解 約 返戻 金 が融 資 契約 による元利金債務 を下 回 ることが ない と発言 した点

に,Y1生 命側 の強 引な勧 誘 の違法 性 を認定 している。 このような認定の相違 が,

「知 識 ・判 断力 の あ る投 資者」 か ら 「知識 ・判断力の乏 しい者」へ の認定 のシフ

トが行 われた もの と思われ る。

なお,本 件 の場 合,変 額保 険 契約 の締結 か ら6年 半 あ ま りを経 過 して変額 保 険

の解 約がなされているが,こ の よ うな場 合,Y1生 命側 に は,変 額保 険 の特別 勘

定 の運用実 績が 当初予測 した運用利回 りを下回った り,解 約 返戻 金 が払込保 険料

を下 回 る事 態が生 じた時には,Y1生 命 に リス クの警告 を発 した り,助 言 をす る

信 義 則上 の説 明義務 が あるかが問題 となる。肯定す る見解 もあるが,募 集 人が 抱

え る変 額保 険 の契約件 数か らす ると極めて煩墳にな り,加 入者 の 自己責任 に任せ

る方 が妥 当 であろう9)。

(3)銀 行の説明義務について

Y、生命の説明義務 とともにY2銀 行の説明義務についてはどのように解すべ

きであろうか。一般的には,変 額保険契約 と融資契約 とは必ず しも一体であると

は限らないから,銀 行が貸付金について深 くかかわってその使途 を詮索すること

は通常はありえない。ただ,変 額保険の一時払保険料は高額になる場合には銀行

としてもその使途 を明確にする必要性はあるであろう。本件のような融資一体型

変額保険の場合には,銀 行が相続税のセミナーを開催 して生命保険会社の担当者

に講演を依頼 したり,銀 行に変額保険に関する問い合わせがなされた時などは,

9)甘 利公人 「変額保険の募集に当たり保険外務員の説明義務違反が否定 され た事例」金判

1034号(1997年)68頁 参照。
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銀行が生命保険会社を紹介 した りすることがある。このように生命保険会社 と銀

行が業務提携をして共同して変額保険の販売体制 をとっているような場合には,

変額保険の勧誘に銀行 も相当程度関与 していることになり,銀 行 を生命保険会社

と同列において,何 らかの説明義務があると思われる。本件の場合は,銀 行員が

業務提携をしている生命保険会社を紹介 し,1回 目と2回 目のA宅 での面談に

も同行 している。このような銀行の変額保険の勧誘に関与したことにより,加 入

者が変額保険を正確に理解 しているか どうかに注意し,加 入者が変額保険を誤解

しているような場合には銀行にも,加 入者の誤解を解 く説明義務があり,特 に,

融資契約の元利金の残債務が大 きな負担になるリスクを説明する義務があろう。

その意味で,本 判決が銀行の説明義務違反を認定 している点は妥当である。


